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鳥羽市学校給食中央共同調理場調理等業務委託仕様書 

 

１ 委託業務名    鳥羽市学校給食中央共同調理場調理等業務委託  

 

２ 契約期間     契約日から令和１１年３月３１日まで 

           

３ 履行場所     鳥羽市学校給食中央共同調理場 

  鳥羽市安楽島町 1451 番地 19 

    

４ 対 象    市内小中学校児童生徒、園児及び学校教職員等 約 1,000 食 

 実施校（市内６幼小中学校） 

    鳥羽市立鳥羽小学校       鳥羽市堅神町 805 番地 2 

   鳥羽市立加茂小学校       鳥羽市岩倉町 27 番地 1 

   鳥羽市立安楽島小学校      鳥羽市安楽島町 377 番地 

   鳥羽市立弘道小学校       鳥羽市相差町 1014 番地 

   鳥羽市立鳥羽東中学校      鳥羽市安楽島町 1451 番地 19 

   （令和８年４月以降は鳥羽市立中央中学校） 

   鳥羽市立かもめ幼稚園      鳥羽市大明西町 4 番 12 号 

 

５ 稼働日及び長期休業期間の業務について 

中央共同調理場の稼動日数は年間最大 200 日とする。（各、園・校の給食実施日、その他委

託者が指定した日 ※土・日・祝日を含む） 

 

６ 給食実施日・食数・献立 

（１）中央共同調理場の稼働日及び各学校の給食実施予定日については毎年前年度末まで「中

央共同調理場稼動表」【様式１－１】にて指示する。 

（２）１日に調理する食数は「学校別調理食数指示書」【様式２－５】にて１日単位で指示し、

変更のある場合はその都度指示する。 

（３）献立については、教育委員会が作成したものを使用する。 

 

７ 業務内容 

受託者は、学校給食が持つ食教育の生きた教材としての意義と、それを担う学校給食調理

員としての役割を理解するとともに、より良い学校給食を提供するため、学校、教育委員会

と連携を図り、下記内容について、「契約書」・「仕様書」・「調理等業務作業基準」に基づき業

務を行うこと。 

（１）給食食材等物資の検収と保管管理 

業者から納入された食材は、数量、品質等を確認し、「検収簿」【様式３－３】に記録する

こと。保管にあたっては、専用の冷凍庫・冷蔵庫・食品庫を使用し、衛生状態を良好に保つ

こと。 

（２）調理業務と保存食管理 
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調理については委託者が準備する「献立表」及び食材を使用し、「調理指示書」【様式２

－１－１】、「調理指示書（アレルギー・個別対応食用）」【様式２－１－２】等の指示内容に

基づき調理を行うこと。 

保存食管理については、「調理等業務作業基準」により行うこと。 

（３）食物アレルギー等への対応（除去食・代替食・個別対応食） 

除去食・代替食・個別対応食調理については、委託者が準備する「献立表」及び食材を使

用し、「アレルギー対応食指示書」【様式２－７－１】、「個別対応食指示書」【様式２－７－

２】、「アレルギー等原因食品一覧表」【様式２－８】、学校別の「アレルギー対応食等配送

チェック表」【様式２－９】により行うこと。 

調理作業は別行程にて行い、配送用の個別容器を使用すること。 

（４）配缶とコンテナへの積込・配送業者への受け渡し 

各学校への配送コース、配送時間については、「給食配送・回収時間表」を確認すること。

コンテナは、配送コース別にプラットホームにて配送業者に引き渡すこと。 

（５）厨芥及び残飯の計量及び処理 

各学校から戻された残飯は、重量を計り「学校別残飯計量記録票」【様式３－１５】に記

録すること。 

調理作業において発生した厨芥及び各学校から戻された残飯は、水分を切り、生ごみ処

理機に投入すること。投入の要領については、別途、生ごみ処理機の取扱説明書等で確認

すること。 

生ごみ処理機に投入できない生ごみ、可燃ごみ、資源ごみについては、収集運搬業者に

引き渡すこと。 

（６）調理機器、器具、食器、食缶等の洗浄・消毒・保管 

調理機器、器具、食器、食缶等の洗浄・消毒・保管については、「調理等業務作業基準」

により行うこと。月毎の食器等の破損状況及び在庫チェックについては、「食器等破損数報

告書」【様式３－１６】により報告すること。 

（７）施設・設備の清掃及び日常点検等 

  ①調理室内その他の清掃については「調理等業務作業基準」により行うこと。 

②日常点検については、「施設設備点検票」【様式３－１１】を用いて行うこと。 

③冷蔵庫、冷凍庫の管理は、「衛生管理チェック票」【様式３－２】を用いて行うこと。 

④機械機器等の軽微な故障については対応を行うこと。 

（８）ボイラー及び付帯設備の稼動及び管理 

ボイラー及び付帯設備の稼動及び管理については、次のとおりとする。 

①給食稼動日において、調理開始時間を勘案してボイラーを稼動させること。 

②ボイラー稼動に付帯する設備の稼動・管理を行うこと。 

③ボイラーソルト、ボイラー水用薬剤、水質測定用試薬の在庫管理を行い、補充が必要と

なった場合は委託者に報告すること。 

④長期休業期間に実施するボイラー及び付帯する設備の点検検査に立ち会うこと。 

⑤ボイラー及び付帯する設備について異常がある場合は、直ちに委託者に報告し、対処

方法について協議すること。 

（９）グリストラップごみ受カゴの清掃 
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１月１回、グリストラップのごみ受けカゴの清掃を行い、カゴに溜まったごみは、可燃

ごみとして処理すること。 

（10）長期休業期間 

長期休業期間においては下記の作業を行い、実施日については委託者からの指示、又は

双方協議の上決定すること。 

①長期休業期間中（給食開始前・終了後）の機器及び食器類の清掃・点検等 

②長期休業中に教育委員会が実施する機器メンテナンス等の立会い 

③その他委託者が必要と定めた業務 

（11）令和７年度の業務 

契約締結後から令和８年４月からの給食開始に備え、委託者と十分協議の上、必要に応

じて次の業務を行う。 

①業務従事者等の研修 

②調理及び配膳業務の試行 

③使用する機器及び食器類の点検、確認、清掃等 

④その他委託者との協議により決定する業務 

（12）その他、（１）～（11）に附帯する業務   

 

８ 業務の指示 

（１）委託者は、次の様式により、受託者に調理業務についての指示を行う。なお、内容に

ついては、随時、委託者と確認及び協議を行うこと。業務の指示内容に変更が生じた場

合は、改めて指示するので対応すること。 

内 容 提出時期 様 式 

中央共同調理場稼動表 前年度末 様式１－１ 

調理指示書 前月末 様式２－１－１ 

調理指示書（アレルギー・個別対応食用） 前月末 様式２－１－２ 

調理指示書（変更） 当日まで 様式２－２ 

調理タイムスケジュール 前月末 様式２－３ 

給食人数一覧表 前月末 様式２－４ 

学校別調理食数指示書 前月末 様式２－５ 

発注書 前月末 様式２－６ 

アレルギー対応食指示書 前月末 様式２－７－１ 

個別対応食指示書 前月末 様式２－７－２ 

アレルギー等原因食品一覧表 前月末 様式２－８ 

アレルギー等対応食配送チェック表 ※学校別 前月末 様式２－９ 

予定献立表 前月末 様式２－１０ 

行事予定一覧 前月末 様式２－１１ 

中央共同調理場月別稼動表 前月末 様式２－１２ 

検収簿 前月末 様式３－３ 

（２）上記の業務及びその他関連する業務についての指示・連絡については、原則として文

書にて行うものとし、緊急時等は必要に応じて口頭での指示・連絡を行うものとする。 
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９ 報告 

（１）受託者は次に掲げる事項について委託者へ報告を行うこと。 

内   容 提出時期 様 式 

第８票（学校給食日常点検票） 履行の翌月 様式３－１ 

衛生管理チェック票（冷蔵庫・冷凍庫温度管理簿） 履行の翌月 様式３－２ 

検収簿 履行の翌月 様式３－３ 

衛生管理チェック票（出来上り温度記録簿） 履行の翌月 様式３－４ 

衛生管理チェック票（保存食記録簿） 履行の翌月 様式３－５ 

調味料等差引簿 履行の翌月 様式３－６ 

電解水生成装置用食塩差引簿 履行の翌月 様式３－７ 

作業工程表 履行の翌月 様式３－８ 

中央共同調理場作業動線図 履行の翌月 様式３－９ 

中心温度計・表面温度計の点検票 履行の翌月 様式３－１０ 

施設設備点検票 履行の翌月 様式３－１１ 

調理業務従事者個人別健康観察記録票 履行の翌月 様式３－１２ 

ご飯・パン検収簿兼コンテナ搬入記録票 履行の翌月 様式３－１３ 

学校給食用牛乳衛生管理チェック票（写し） 履行の翌月 様式３－１４ 

学校別残飯計量記録票 履行の翌月 様式３－１５ 

食器等破損数報告書 履行の翌月 様式３－１６ 

ボイラー運転日々点検票（その１） 履行の翌月 様式４－２－１ 

ボイラー運転日々点検票（その２） 履行の翌月 様式４－２－２ 

業務完了届 履行の翌月 様式５ 

検査結果報告書 実施後 様式６ 

調理等業務従事者報告書 当初 様式７－１ 

調理等業務従事者報告書（変更） 変更の都度 様式７－２ 

研修実施報告書 実施後 様式８ 

学校給食施設等破損報告・修繕依頼書 随時 様式９ 

（２）上記の業務及びその他関連する業務についての報告・連絡については、原則として文

書にて行うものとし、緊急時等は必要に応じて口頭での報告・連絡を行うものとする。 

 

10 報告事項について 

受託者は、業務作業中に事故又は紛争が生じたときや、その他委託者が報告を必要とした

ときは、速やかに委託者へ報告し、対応等について指示を受けるものとする。報告について

は原則として文書にて行うものとし、緊急時等は必要に応じて口頭での報告を行うものとす

る。 

 

11 業務の調査等 

委託者は、業務の適正を期するため、業務の実施状況について随時に調査し、又は必要な

報告を求めることができる。なお、改善事項等がある場合は、受託者が選任した業務責任者

と随時協議をするものとする。 
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12 業務工程等の内容確認 

受託者は、委託者より指示を受けた調理等の業務工程について確認を行い、随時、委託者

との打合せ又は協議を行うこと。 

 

13 業務の補正 

委託者は、受託者の業務に不備が発覚した場合は、この補正を命ずることができる。受託

者は、委託者より補正を命ぜられたときは、直ちにこれを完了しなければならない。この場

合において、補正を完了したときは速やかに委託者へ届け出なければならない。受託者が補

正に応じないとき、その他この契約から生ずる義務を履行しないときは、委託者は受託者の

負担でこれを執行することができるものとする。なお、このために受託者に損害が生じても、

委託者は賠償の責任を負わないものとする。 

 

14 学校給食設備等の使用について 

（１）委託者は、中央共同調理場に付帯する施設等、並びに備品・器具等（以下、「学校給食

設備等」という。）について、受託者に無償で貸与する。 

（２）受託者は、使用を許可された学校給食設備等を用いて業務を行い、善良な管理者とし

て注意をもって使用し、良好な状態を保持するよう努めること。なお、受託者が調理器

具等を施設内に持ち込む場合は、委託者の承認を受けること。 

（３）業務遂行上、学校給食施設等の補充・追加・修繕等が必要な場合は、委託者と受託者

が協議の上、対応内容を決定する。 

（４）受託者は、学校給食施設等の引渡しを受けた後、当該学校給食施設等について、引渡

しの際発見することが困難であった瑕疵があり、又は使用に適当でないと認めたときは、

その旨を直ちに委託者に通知しなければならない。 

（５）委託者は、受託者から前項の規定による通知を受けた場合において、必要があると認

められるときは、当該学校給食施設等に代えて他の貸与品を引渡し、又は当該学校給食

施設等に修繕等の処置をした上で引渡すものとする。 

（６）調理等業務従事者の控え室は委託者が指定した場所とする。 

（７）長期休業開始及び終了前後の数日又は委託者の指定する日を特別清掃、点検、整理整

頓に当て、業務の履行に支障のないよう努めること。 

（８）施設退出の際は、戸締り及び電気・火気その他異常の有無を確認すること。 

（９）受託者は、学校給食設備等を破損した場合、「学校給食施設等破損報告・修繕依頼書」

【様式９】を用いて委託者に報告し、その指示に従うこととする。なお、受託者の責に

帰すべき理由による場合はその損害を賠償しなければならない。 

（10）学校給食設備等の破損や不具合が受託者の過失責任によるものでないときは、受託者

は「学校給食施設等破損報告・修繕依頼書」【様式９】を用いて委託者に依頼し、委託者

はこれに基づき、修繕等を行うものとする。 

 

15 学校給食設備等の返還について 

契約期間満了、解約その他の事由により契約が終了した場合、受託者は委託者に対し、学

校給食施設等を、契約終了時における現状有姿で引き渡すものとする。但し、受託者の所有
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物については、契約終了までに受託者がこれを搬出するものとする。 

 

16 業務に要する経費の負担 

業務に要する電気、ガス、水道料金、ボイラー用薬剤類については委託者の負担とする。 

 

17 業務にかかる消耗品等 

受託者は、次に掲げる消耗品等を調達すること。 

（１）業務に必要な調理等業務従事者の被服等 

白衣上下、作業衣上下、帽子、マスク、調理室用長靴、調理室用サンダル、調理用手袋、

調理用ゴム前掛け、エプロン等 

（２）洗浄・消毒及び日常点検に必要な洗剤、薬品等 

食器等洗浄用洗剤(あらかじめ委託者に許可を受けること)、手洗い用石鹸、残留塩素測

定用試薬、アルコール消毒剤、次亜塩素酸ナトリウム、殺虫剤、ごきぶり団子等 

（３）業務に必要な消耗品・清掃用具等 

ペーパータオル、ふきん、たわし、スポンジ、オーブンシート、アルミホイル、ラップ、

ポリ袋、紙袋、ゴミ袋、菜箸、耐熱手袋、作業用ゴム手袋、使い捨て手袋、デッキブラシ、

手洗い用ブラシ、ワイヤーブラシ、雑巾、軍手、タオル、バケツ、ほうき、ちりとり、水切

りモップ、モップ、モップ絞り器、電子ライター、ミシン油、グリス、砥石、電池等 

（４）調理等業務従事者の使用する雑貨品等 

筆記用具等文具類、救急薬品セット、業務連絡用電話機等 

（５）その他、受託者の負担することが適当と認められるもの 

 

18 調理等業務従事者の配置及び資格 

調理等業務従事者の配置及び資格等については下記のとおりとし、配置形態については、事

前に委託者に報告すること。なお、調理業務従事者については、本市の人材の積極的な採用に努

めるとともに、採用にあたっては継続雇用を基本とし、調理作業工程表等に基づき、各作業区分

においての作業工程を明確にした人員を配置し、安定して給食の供給ができる体制を確保する

こと。また、人員数の目安としては１２名である。ただし、アレルギー対応食に伴う人員は別途

見込むこと。 

（１）調理管理責任者（主任） 

調理師の資格を有する者で、５年以上の集団給食業務経験を有する者。また、正社員

(就業規則の適用を受け、正社員・正規職員と呼ばれる身分の者)であり、業務遂行の統

括・連絡調整を行う者。 

（２）調理管理副責任者（副主任） 

調理師の資格を有する者で、３年以上の集団給食業務経験を有する者。また、正社員

(就業規則の適用を受け、正社員・正規職員と呼ばれる身分の者)であり、調理管理副責任

者（副主任）として、業務責任者（主任）が不在の時はその任を行う者。 

（３）栄養士 

栄養士又は、管理栄養士の資格を有する者で、３年以上の集団給食業務経験を有する

者。また、正社員(就業規則の適用を受け、正社員・正規職員と呼ばれる身分の者)であ 
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る者。 

（４）厨房設備等管理担当者 

調理師の資格を有する者で、３年以上の集団給食業務経験を有する者。また、正社員

(就業規則の適用を受け、正社員・正規職員と呼ばれる身分の者)であり、施設、機械、調

理機器等設備の安全運転の点検管理及び軽微な機械機器等の故障対応を行うこと。 

（５）業務従事者  

調理業務従事者(調理員及び調理補助員) については、調理師免許を有する者を基本と

する。また、調理業務従事者の任用においては、できるだけ集団調理の経験がある者で、

本市人材の積極的な採用に努めるとともに、継続的な雇用に努めること。欠員が生じた場

合には速やかに対応し、調理業務等に支障をきたすことがないよう努める。 

 

19 調理等業務従事者の報告 

調理等業務従事者は、「調理等業務従事者報告書」【様式７－１】により履行期間開始までに

報告する。なお、変更があった場合は速やかに「調理等業務従事者報告書（変更）」【様式７－

２】を提出する。 

 

20 衛生管理 

（１）衛生管理は、文部科学省の「学校給食衛生管理基準」及び厚生労働省の「大量調理施

設衛生管理マニュアル」に従うこと。なお、これらの改訂については適正に対応すること。 

（２）作業前及び作業後に従事者の衛生管理チェックを行い、「調理業務従事者個人別健康観

察記録票」【様式３－１２】にて記録すること。チェックの結果、下痢症状、発熱、せき、

外傷、皮膚病等の伝染病疾患などにより、食品衛生上支障のあるおそれのある者を調理業

務に従事させてはならない。 

（３）受託者は、関係法令に基づき食品の安全衛生管理に留意するとともに、給食の調理、

配膳等が衛生的に行われるよう、調理業務従事者の衛生教育に努めること。 

（４）受託者は、調理業務従事者に対し、毎月２回以上、検便による腸内細菌検査（赤痢菌、

サルモネラ菌、チフス菌、パラチフス菌、腸管出血性大腸菌 O157 等）を行うこと。また、

ノロウィルス流行期（10 月～３月）においては、通常の細菌検査に加えて、毎月１回検便

によるノロウィルス簡易検査（ＥＩＡ法、イムノクロマト法）を行うこと。上記検査の結

果、赤痢菌、サルモネラ菌、チフス菌、パラチフス菌、腸管出血性大腸菌 O157、ノロウィ

ルス等が検出された調理業務従事者があった場合は、直ちに委託者へ報告をし、当該調理

業務従事者に関する作業内容や経過についても報告すること。 
（５）受託者は、調理業務従事者又はその家族が、ノロウィルス等を原因とする感染性疾患

による症状と診断された場合は、直ちに委託者へ報告をし、当該調理業務従事者に関する

作業内容や経過について報告するとともに、ノロウィルス等を発症した調理業務従者と一

緒に喫食するなど、同一の感染の機会があった可能性がある調理業務従事者についても状

況を確認し、感染拡大を防ぐ措置を行い、その内容を委託者へ報告すること。 
（６）食品の取扱いについては「調理等業務作業基準」に従って行うこと。 
（７）学校給食設備等の使用については「調理等業務作業基準」に従って行うこと。 
（８）食器、食缶等の洗浄・消毒・保管については、「調理等業務作業基準」に従って行うこ
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と。また、必要に応じて洗浄状態（残留脂肪、残留でんぷん）を科学的検査方法により確

認すること。 
（９）保存食の管理については「調理等業務作業基準」に従って行うこと。 
（10）作業区域ごとに被服を区分し、衛生管理を確立させること。 

    
21 労働安全衛生 
（１）受託者は、労働安全衛生法、学校給食衛生管理基準の法令に基づき、調理業務従事者

に対し、年１回健康診断を行うこと。その他、年２回定期的に健康状態を把握することが

望ましい。常に調理業務従事者の健康状態に注意し、異常を認めた場合は速やかに医師の

診察を受けさせること。 
（２）新規採用調理業務従事者を業務に従事させる場合は、従事する前２週間以内に健康診

断及び腸内細菌検査（赤痢菌、サルモネラ菌、チフス菌、パラチフス菌、腸管出血性大腸

菌 O157 等）を行うこと。 
（３）腸内細菌検査の結果、赤痢菌、サルモネラ菌、チフス菌、パラチフス菌が検出された

ときは、それぞれの菌が検出されなくなるまでの間は、その調理業務従事者を委託業務に

従事させてはならない。また、病原性大腸菌が検出されたときは、ベロ毒素が検出されな

いことが確認されるまでの間は、その調理業務従事者を委託業務に従事させてはならない。 
（４）調理業務従事者又はその家族が、ノロウィルス等を原因とする感染性疾患による症状

と診断された場合には、高感度検査においてノロウィルス等を保有していないことが確認

されるまでの間は、その調理業務従事者を委託業務に従事させてはならない。また、ノロ

ウィルス等を発症した調理業務従事者と一緒に喫食するなど、同一の感染の機会があった

可能性がある調理業務従事者についても状況を確認し、感染拡大を防ぐ措置を行うこと。 
（５）受託者は、健康診断又は腸内細菌検査の結果、下痢症状、発熱、せき、外傷、皮膚病等

の伝染病疾患で、食品衛生上支障があるおそれのある者を調理業務に従事させてはならな

い。 
（６）労働安全衛生に関する諸法令を遵守し、すべての業務従事者の労働安全衛生に努める

こと。 
 
22 立入検査 

受託者は、市教育委員会、保健所及び学校薬剤師等の立入検査が行われる場合はこれに協

力し、指導や指示に適切に対応すること。 
 
23 研修、諸会議等 

（１）受託者は、調理及び食品の取扱等が安全、衛生的且つ適正に行われるよう、又、学校

給食の目的を十分理解し、生徒の健やかな成長に資することができるよう、調理等業務従

事者に対し、月１回以上研修を実施し、資質の向上に努めること。実施の都度、「研修実施

報告書」【様式８】にて報告すること。 
（２）受託者は、委託者の開催する会議・打ち合わせ等に出席すること。 
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24 事故等の対応 
受託者は、業務において遅延・異物混入・事故等が生じた場合は、直ちに委託者へ報告す

るとともに、委託者と協議し迅速に対応すること。また、内容及び経過等について書面で報

告すること。 
    
25 損害賠償について 

受託者は、遅延・食中毒・事故等により委託者又は第三者に対し損害を与えた場合は、そ

の賠償の責を負うものとする。但し、その原因が委託者又は天災その他の不可抗力に起因す

る場合はこの限りでない。 
 
26 保険について 

受託者は、食中毒や事故等発生時の対応として、生産物賠償責任保険等に加入しているこ

と。なお、加入する損害補償額については、受託者として問題のない金額とし、保険加入を

証する書面の写しを速やかに委託者に提出すること。 
 
27 代行保証 

受託者は、やむを得ない事情により調理業務の全部または一部の遂行が困難となった場合

の危険を担保するため、公益社団法人日本給食サービス協会が行う学校給食業務代行保証に

加入していること。また、代行保証確約書を契約書に添付すること。 

 

28 契約解除等 
（１）受託者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難になった場合、又は業務の継続

の困難が見込まれる場合は、委託者は、受託者に対して修復勧告を行い、一定期間内に修

復策の提出及びその修復を求めることができるものとする。 
受託者が、当該期間内に修復できなかったときは、委託者は契約解除及びこれに伴い生

じた損害賠償を請求することができるものとする。 
（２）委託者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合、受託者は契約を

解除できるものとする。この場合において、受託者は委託者に対し、契約解除によって生

じた損害賠償を請求することができるものとする。 
（３）不可抗力又は委託者及び受託者のいずれの責めに帰すことができない事由により、業

務の継続が困難となった場合は、業務の継続について、委託者と受託者が協議の上、決定

するものとする。一定期間内に協議が整わないときは、相手方に対する事前の通知により、

委託者又は受託者は契約を解除できるものとする。 
 
29 業務の完了及び検査 

受託者は、業務を完了したときは、月毎にその旨を指定の様式に基づき委託者に届け出な

ければならない。 
委託者は、受託者より業務完了に関する届を受けたときは、速やかにこの検査を行わなけ

ればならない。 
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30 委託料の支払 
（１）委託料の支払額については、契約金額を委託期間（３６か月）で除した額を１か月の

委託料とし、当月分を翌月以降に受託者の請求に基づき支払うものとする。なお、算出し

た１か月分の委託料のうち１円未満の額は切り捨て、端数は契約期間の最初の支払時にて

合算して支払う。 
（２）委託者は、受託者から委託料の請求があったときは、その内容を審査し、請求を受け

た日から３０日以内に受託者に委託料を支払うものとする。 
（３）契約が契約期間の中途で解除されたときは、解除された日の属する月の委託料支払額

については、当該月額支払分の日割り計算の方法により算定された額とする。 
（４）学校行事や台風、地震等の天災地変、インフルエンザその他の疾病の流行等により、

長期間共同調理場を稼動しなかった場合は、受託者と協議の上、委託料を減額することが

できる。 

 

31 業務の引継ぎ等 
（１）契約日からの給食実施に向けて業務の引継ぎ等を行う場合は、あらかじめ教育委員会

と日程等の協議を行うこと。但し、これに係る費用は受託者の負担とする。 
（２）契約の満了に伴い、次の受託者に対し業務の引継ぎ等を行う場合は、円滑に対応を行

うこと。 
 
32 準備期間の経費 

この契約において契約締結日から委託期間の始期までを契約の準備期間とし、準備期間中

は役務の提供を受けないため、この間の費用の支払は生じないものとする。 

 

33 契約内容の変更 
契約内容を変更する必要が生じたときは、委託者と受託者が協議の上、これを変更するこ

とができる。この場合において、委託料を変更する必要があるときは、委託者と受託者が協

議の上、書面によりこれを定める。 
 
34 業務実施要領の提出 

受託者は、契約締結後業務を開始するまでに、本仕様書に基づいた業務実施要領を作成し、

委託者に提出すること。 
 
35 協議 
（１）プロポーザルにおける提案及びヒアリング等の回答内容は、本契約に含むものとし、  

その内容や進め方については、委託者と受託者において、双方協議の上履行するものとする。 
 
36 その他 
（１）業務実施にあたり、契約書、仕様書に定めるものの外、学校給食法、食品衛生法、労

働関係法令等を遵守すること。 
（２）受託者は、節水、節電、空調温度適温設定等の適正な管理を行い、学校給食施設等の
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光熱水費経費節減に努めること。 
（３）受託者及び受託者の従業員は、業務に関して知り得た秘密及び個人情報を他の者に漏

らし、又は他の目的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除された場合も

同様とする。受託者は、この契約における業務従事者に対して、このことを遵守事前に

指導し、徹底させなければならない。 
（４）大規模災害が発生し、施設に被害が生じたときや炊き出し等調理が必要になったとき

は、受託者は教育委員会の指示のもと協力すること。 
（５）本仕様書に定めのない事項及び内容等に疑義が生じた事項については、委託者と受託

者が協議して決定すること。 
 


